



































































































加えた。調査時期は、2008 年 1 月である。尚、回










































影響がなかったとしたのは 1 1 事業所で全体の
1 県内で基準日(平成 18 年 1月時点)前一年間の介護報酬支払い実績額（利用者負担分を含む）が 100 万円を超える事業所について、
基本情報・調査情報の報告、調査情報の調査、情報の公表が計画的に行われる。訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、通所介護、
特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム、軽費老人ホーム）、福祉用具貸与、居宅介護支援、老人福祉施設、介護老人保健施設

















































































































































福祉学』第 12 巻第 1号 , p74-83.
「児童養護施設における家庭支援に関する研
究」
家庭支援専門相談員の役割確立と専門性形成
の過程
日本社会事業大学大学院社会福祉学研究科
博士後期課程　加　藤　　　純
１．はじめに
　児童養護施設において保護者や家族を支援する
必要があるという主張は早くは1960年代には聞か
れた（全国養護施設協議会，2006，p.19）。1970年
代には、先駆的な児童養護施設が独自にケース
ワーカーを配置する動きが見られた（上利，1995，
p.76）。
　しかし、多くの児童養護施設では、面会や帰泊
など家族と子どもが交流する機会は作られていた
が、1980年代になっても、「たんなる自然の成り行
きにまかせた関係づくりから、積極的に家族問題
を意識化した指導は、いまだ十分とはいえない」
（村岡，1987，7 頁）状況が続いていた。
　児童養護施設における家族支援が具体化したの
は、1990年代に児童虐待への関心が高まってから
である。虐待に関心が高まった当初は子どもを保
護するための対策が強化された。90年代半ばから、
子どもと家族が関係を再構築できるように支援す
る必要が指摘されるようになった。1995年、厚生
省からの通知により「養護施設入所児童早期家庭
復帰促進事業」が始められ、ベテラン児童指導員
が家族支援の役割を担うことが期待された。家族
への支援を専門に担う職員は、1999年、まず乳児
院に配置され、名称は家庭支援専門相談員とされ
た。家庭支援専門相談員の児童養護施設への配置
は 2004 年度に始まった。
　家庭支援専門相談員の業務としては、早期家庭
復帰のための保護者支援、里親委託促進のための
業務、育児不安解消のため地域家庭への支援、施
設内職員への助言指導、児童相談所との連絡調整
などが通知に記載されているが、業務の進め方に
ついて詳細には規定されていない。
